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[研究報告書要 旨]

地方税である固定資産税 は、平成 29年度予算で約 9兆 円強 と国税・地方税

を合 わせた総税収の 8.9%を 占める基幹税であ り、特 に地方税収 (中 でも市町

村税収 )に おけるウエー トは大 きい。 また、課税対象が土地や建物 のみな ら

ず、償却資産 も含 まれ るな ど幅広 い上、毎年課税 され るため、納税者 にとって

重要性 の高い税 目であ る。

ところが、固定資産税 は、所得税 や法人税 のように、納税者 自らが納税額 を

計算 して申告 し納付す る申告納税制度ではな く、課税庁が納税額 を算定 しそれ

を納税者 に通知す る賦諜課税制度 を採用 してい るため、 どのように してその税

額 が算定 され るのか納税者 は必ず しも十分 な知識を有 しているわけではない。

そのため、納税者 は課税庁か ら通知 された金額 (税額 )を そのまま納付 している

だ けであ り、仮 にその税額 の算定方法や資産 の評価方法 に誤 りがあつても、気

付 く余地がないのが実情 である。 これでは、民主主義の基盤である程税制度が

形骸化 してい ると評価せ ぎるを得 ない。

固定資産税 の課税標準 は課税対象 となる資産 の価額であ るが、その価額 は基

本的 に総務省の定める固定資産評価基準 に基づいて評価 し、算定 され る。 しか

し、 当該評価基準 は過度 に技術的であるばか りでな く、最近の土地・建物 の利

用形 態 に即 した価額 の算定基準 としては不十分 な点 もみ られるところであ る。

そ こで本調査研究 においては、固定資産税 の評価方法 と税額算定 の中心 にあ

る固定資産評価基準の内容 を再検討 し、是正すべき事項 を抽出す るとともに、

アメ リカの固定資産税 の うちニュー ヨーク市 の実情 を調査 し、わが国の制度 と

比較検討す ることで、その見直 しの方向性 を示 した ところであ る。

また、現在固定資産税 を巡 る訴訟事案が多数 あ りなが ら、その法源性が曖昧

であ ることに鑑 み、同評価基準の政省令化 の是非について も検討す るものであ

る。


